










































2009 年 2 月 16 日に、中国人民大学と西安交通大学から研究者を招き、本学の研究者とともに国際セ
ミナ「中国農業：持続発展への諸課題」を開催し、中国における「三農」問題について検討しました。 
2009 年 3 月 16 日には、本学経営管理大学院と共同でシンポジウム「中国の内需拡大政策下における
日本のビジネスチャンス」を開催しました。 
2009 年 5 月 6 日には、武漢大学・京都大学シンポジウム「統合される経済のもとでの地域変容と社会
政策：中国と日本」を開催し、「経済統合と格差」、「貧困と社会政策」について議論しました。 
2009 年 6 月 29 日には、上海センター協力会の総会に合わせて、恒例の国際シンポジウムを開催しま
した。昨年は中国人民大学と本研究科及び企業の専門家を招き、「中国の環境問題と循環型経済への転
換」をテーマに実施し、大勢の方々のご参加を得ました。 
2009 年 7 月 27 日には、大西教授がコーディネートするベトナム、ラオス研修コースの若手研究者を
主とするワークショップ“Comparison of the Economic Transformation in Eastern Europe, the 
Commonwealth of Independent States and East Asia”が開かれ、ベトナム、ラオスなどにおける経済
改革と経済発展についての分析が行われました。 




2009 年 11 月 7 日には、恒例となっている塩地教授がコーディネートする中国自動車シンポジウム「中
国農村におけるモータリゼーション―多元的発展プロセスの下での参入戦略―」が開催されました。今
年は農村における自動車の普及をテーマに議論されました。 




2009 年 12 月 23 日に、「the Japan-China-Korea Young Scholars’ Joint Seminar On the World 
Economic Crisis」が開催されました。中国人民大学、韓国の Kyungpook 大学、そして本学の大学院生
らが中心となって、世界的な金融危機をテーマに報告と交流を行いました。 
予算を節約しながら活動を活発にするために、外部の組織や機関との連携や外部資源の有効利用は必







































  時  間： 2010 年 1 月 19 日(火) 16：30－18：00  
  場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館 3階第 311 教室 
 報 告 者： ヤルナゾフ（京都大学経済学研究科講師） 
テ ー マ： 「東欧諸国におけるグローバルな金融危機の影響」 
 
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2009 年度における開催(予定)日は以下の通りです。 
 前期： 4 月 21 日（火）、 5 月 19 日（火）、 6 月 16 日（火）、7月 21 日（火） 

















【日時】2010 年 1 月 22 日（金） 14:30～17:45 （終了後レセプション予定）  







開会挨拶：三好 博昭（同志社大学 技術･企業･国際競争力研究センター ディレクター） 
 






朱 昊（上海市総合交通規画研究所智能中心センター長）  
 
後半：16 時 15 分－17 時 45 分 
１）効率的な道路交通のための料金政策 
文 世一（京都大学大学院経済学研究科教授） 
２）安全 ITS 技術とその普及のための政策 
紀伊 雅敦（香川大学工学部安全システム建設工学科准教授) 




閉会挨拶：塩地 洋（京都大学大学院経済学研究科教授）  
 
【お問合せ】 同志社大学 技術・企業・国際競争力研究センター（ITEC） 
















 28．DEC ．０９ 
美朋有限公司董事長 
   中小企業家同友会上海倶楽部代表 
上海センター外部研究員  小島正憲 
                                       
「エコノミスト」  １０／１２号   特集「アジア発景気回復」                  
「東洋経済」   １１／２８号   特集「中国 アジア 新市場」 





























① 「エコノミスト」  １０／１２号   特集「アジア発景気回復」  
この号は、下記のような小論で、１３０ページのほぼすべてが埋め尽くされている。 
Part１．成長のエンジン：アジア  デ・カップリング 世界景気を先導するアジア経済  高橋祥夫 
                     図解 アジア３３億人市場  巨大消費パワーが目覚める  経産省通商政策局 
                     輸出増 アジア特需がなければ日本はマイナス成長が続いた  永濱利廣 
                     活力 海外収益源としての重要性高まるアジア  真家陽一 
                     中国経済 資産バブルに頼らない持続的な成長への分岐点  柯隆 
                     インド経済 ゆっくり進む巨象 潜在成長力は７～８％  小島真 
                     インドネシア経済 久方ぶりの「黄金の安定期」を迎える  佐藤百合 
                     ベトナム経済 インフレは沈静化し、０９年度は５％成長  福森哲也 
                     シンガポール経済 迅速な景気対策が目覚しい回復をもたらす  六角耕治 
Part２．激戦地アジアで売る    激戦 １００社がひしめく中国自動車市場 上海万博後に２極化  土屋勉男 
    アジアで化けそうな事業  シャープ いまだに契約数が毎月８００万増 ３G 携帯投入  横山渉 
                     フマキラー 化ける予感４～６月期売上高２０％増  横山渉 
                     日本企業連合 高速鉄道網と地下鉄建設ブームの中国  朱炎 
                     パナソニック ボリュームゾーンをつかむ中国生活研究センター  大河原克行 
                     競争 中国市場での「勝利の方程式」のカギは中国企業とのｱﾗｲｱﾝｽ 真家陽一           
                     資産効果 始動する農地改革 中国農村部の消費拡大へ  関志雄 
                     消費 ２０２０年に中国人１０００万人が日本を訪れる  沈才彬 
                     上昇 インド市場開拓に、日本企業が打つべき戦略  酒向浩二 
                     規制緩和 インド小売市場が外資に開放される日  酒向浩二 
                     分析 インド投資に向かう日本企業の狙い  岩見元子 
                     東西回廊 インドシナの４カ国で存在感を高める中国  遠藤堂太 
Part３．対立と融和          現地報告 新疆ウィグル暴動の下地にある格差への暴力的な怒り  阿古智子 
                     宗教 「対立のインド」は次第に薄れてゆく  竹中千春 
                     戦略 「日米対中国」の対立構図を避けるアジアの安全保障  信田智人 
Part４．成長のアジアを買う    Q＆A アジア投資入門 中国、インド、台湾、インドネシア  大山弘子 
                     中国株 政府はバブル株高を牽制しながら安定上昇に腐心  星崎久 
                     インド株 海外投資家の買いが相場上昇を主導   
                     台湾株 中国との経済交流拡大への期待 海外の買い継続へ 
                     韓国株 海外投資家の買いが輸出主力株を中心に継続 
                     インドネシア株 景気後退を回避した数少ない資源国 
                     ベトナム株 超大型景気対策と銀行融資急増で景気回復を買う相場に 
                     中国株投信 資産残高は１兆円 A 型株の人気が続く  篠田尚子 
                     インド株投信 ５月に純流入に転じる インフラ関連が最近のテーマ 
                     アジア投信 中国、インド投資に比べ、資金流入はいまひとつ 
                     ゴールドマン・サックス 日本株を通じてチャインドネシアの内需拡大を買う 
                     チャインドネシア関連の２８社 
                     前衛 新・新興国にワクワクドキドキな冒険投資家たち  大山弘子 
















































































































































② 「東洋経済」   １１／２８号   特集「中国 アジア 新市場」  副題「大検証！ 新興中間層の消費力」 
本号では、下記のテーマで、ほぼ６０ページの特集を組んでいる。 
図解 爆食を後押しする中国の景気実態の急改善  爆食！中国消費  爆食！アジアの消費 
Q＆A そこが知りたい中国経済の不思議 
Part１ 爆食！中国の消費力   現地ルポ 滋賀県のスーパーが、湖南省でトップ百貨店に 
                    現地ルポ 「家電下郷」売上高トップの河南省を徹底分析 
Part２ 中国で売る日本企業   現地ルポ ダイキン工業 エアコン世界一を狙う 
                    「絶好のチャンス」と確信し格力との提携に踏み切った  井上礼之 
パナソニック 日産自動車 セブン＆アイ 資生堂 クボタ コベルコ建機 
                     北京で奮闘する３０代日本人起業家 
                     新米駐在員に贈る３か条 
                     中国関連の日本企業に、地元投資家も熱い視線 
Part３ アジア攻略最前線     ASEAN の広域 FTA で、中韓に先越される日本 
                    ユニクロ キリンビール・アサヒビール KUMON パナソニック ヤクルト・味の素 
                    中国の高齢化進行を見据え、欧米企業は「次の市場」へ 
                     韓国企業の強さを支える、必死の市場密着型経営 
Part４ アジアはどう変わる    主導権をとりたい中国、指定席を確保したい米国 
                     日米中は太平洋国家の一員 北朝鮮問題は中国がカギ  ウィリアム・ペリー  
日中韓と ASEAN こそが共同体の基本であるべきだ  劉江永 
                    東アジア共同体と日米同盟見直しはクルマの両輪だ  寺島実郎 










































































③ 「日経ビジネス」 １１／３０号   特集「中国、独り勝ちの代償」 副題「格差市場でつかむ日本の勝機」 
本号の特集では、下記のテーマと著者で、１７ページを費やしている。 
A．浮かび上がる課題  きしむ“底上げ”経済 歪み１ 過剰設備 
                              歪み２ 人民元 
                              歪み３ 人材ミスマッチ 
B．ポスト胡錦濤の行方  調和か成長で２派対立 
C．活路見出す企業   “矛盾”で儲ける  混沌とした物流 日本流に活路  メディパルホールディングス 
                                                 伊藤忠商事 
                            甘えを断ち切る「自前主義」    ヤクルト本社 
                                                 大和ハウス工業 
                            信用不毛に信用で応える     アリペイ 
D．識者が語る  転換の行方  内政 一党支配こその利点がある   エズラ・ボーゲル 
                     外交 チャイメリカ時代は来ない    ハリー・ハーディング 
                      経済 雇用のための成長は終わり   関志雄 











































                                                          以上 
******************************************************************************************* 
読後雑感 ： ０９年１１月発行本 － その２ 
 2８．DEC ．０９ 
美朋有限公司董事長 
   中小企業家同友会上海倶楽部代表 
上海センター外部研究員  小島正憲 
１．「強欲社会主義」         ２．「チャイナ・プロジェクト」   
３．「中国ビジネス成功への道」  ４．「なぜ、日本人は日本をおとしめ中国に媚びるのか」  
 
































































２．「チャイナ・プロジェクト」  鈴木尚人著  講談社刊  ２００９年１１月２５日発行  













②事業種類 ： 生産工場＝３０社、小売＝９社、レストラン＝２社、サービス＝４社、物流＝２社、建設＝１社 
③企業規模（日本側企業のみ推定） ： 上場会社＝１５社、非上場会社＝３３社  ※中国側企業は推定で
きず 
④進出形態（推定） ： 独資＝２８社、合弁・合作＝２０社 
⑤進出場所 ： 上海＝１９社、蘇州＝７社、天津＝４社、北京＝３社、大連＝２社、杭州＝２社、昆山＝２社、 
常熟＝２社、以下各１社＝広州、東莞、深圳、仏山、無錫、成都、長沙、 
⑥幹部の現地化度合い ： 分析できず 
⑦投下資本・売上高・事業規模などの比較 ： 分析できず 
⑧累積利益高（日本側会社＋中国側公司）／操業年数 ： 分析できず 















３．「中国ビジネス成功への道」  遠藤滋著  PHP 研究所刊  ２００９年１１月３０日 















































































































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
  1 月   21.2 7.1  194 26.5 27.6 ▲13.4 109.8 18.9 16.7 
 2 月  (15.4) 19.1 8.7 (24.3) 82 6.3 35.6 ▲38.0 38.3 17.4 15.7 
 3 月 10.6 17.8 21.5 8.3 27.3 131 30.3 24.9 ▲28.1 39.6 16.2 14.8 
 4 月  15.7 22.0 8.5 25.4 164 21.8 26.8 ▲16.7 52.7 16.9 14.7 
 5 月  16.0 21.6 7.7 25.4 198 28.2 40.7 ▲11.0 38.0 18.0 14.9 
 6 月 10.4 16.0 23.0 7.1 29.5 207 17.2 31.4 ▲27.2 14.6 17.3 14.1 
 7 月  14.7 23.3 6.3 29.2 252 26.7 33.7 ▲22.2 38.5 16.3 14.6 
 8 月  12.8 23.2 4.9 28.1 289 21.0 23.0 ▲39.5 39.7 15.9 14.3 
 9 月 9.9 11.4 23.2 4.6 29.0 294 21.4 21.2 ▲40.3 26.0 15.2 14.5 
10 月  8.2 22.0 4.0 24.4 353 19.0 15.4 ▲26.1 ▲0.8 15.0 14.6 
11 月  5.4 20.8 2.4 23.8 402 ▲2.2 ▲18.0 ▲38.3 ▲36.5 14.7 13.2 
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1 ▲30.4 ▲9.5 25.5 29.8 
4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106 ▲23.0 ▲14.9 ▲21.4 ▲35.7 28.4 38.6 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
12 月      184 17.7 55.9     
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの
貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
